
業種 ランク・許可・部門 調達案件番号 案件名称

建築工事
（総合評価）

（単体）特定Ａ１
（ＪＶ）特定A1又は特定A2

4291000371 大仙西町団地２棟外建替住宅建設工事（第１工区）

建築工事
（総合評価）

（単体）特定Ａ１
（ＪＶ）特定A1又は特定A2

4291000372 大仙西町団地２棟外建替住宅建設工事（第２工区）

舗装工事
（総合評価）

特定A 4291000360 宮山台若松台線道路舗装更新工事

土木工事 D 4291000125 大仙西３号線外歩道整備工事

建築工事
（単体）特定A1又は特定A2
（ＪＶ）特定A2又は特定B

4291000381 北清水建替住宅建設工事

建築工事 一般B又はC 4291000383 黒山小学校外１校便所部分改修工事

建築工事 C又はD 4291000384 東三国丘小学校外１校便所部分改修工事

建築工事 C又はD 4291000385 福泉中央小学校外１校便所部分改修工事

建築工事 C又はD 4291000378 美原北小学校外１校便所部分改修工事

電気工事 C 4291000356 内川排水機場無停電電源装置更新工事

電気工事 C 4291000357 新家深井線道路照明灯ＬＥＤ更新工事

舗装工事 A 4291000359 赤坂台５７号線外道路舗装更新外工事

舗装工事 A 4291000377 光明池緑道（赤坂台）外園路舗装改修工事

舗装工事 A 4291000364 堺駅前東広場線外歩道舗装補修工事

舗装工事 A 4291000363 竹城台２５号線外道路舗装更新外工事

舗装工事 A 4291000354 府道富田林泉大津線（現）舗装補修工事（第１工区）

舗装工事 B 4291000361 桃山台１３号線外道路舗装更新外工事

造園工事 A 4291000375 泉ヶ丘緑道（若松台）外樹木更新工事

造園工事 A 4291000382 家原大池公園木床デッキ改修工事

造園工事 B 4291000352 大道筋外植栽工事

その他工事 大工 4291000379 日本庭園印月橋外１橋改修工事

その他工事 とび・土工 4291000348 野遠町地内法定外道路補修工事

その他工事 とび・土工 4291000355 狭間川改修工事（２９‐２）

その他工事 とび・土工 4291000386 八田寺公園外複合遊具設置工事

その他工事 とび・土工 4291000362 深井沢３号線外歩道整備外工事

その他工事 とび・土工 4291000350 府道堺狭山線道路案内標識板補修工事

その他工事 塗装 4291000353 錦南宗寺線外自転車通行環境整備工事

その他工事 防水 4291000388 金岡公園５０ｍプール外防水改修工事

建設コンサルタント業務 農業土木 4292000176 原井頭池改良工事設計業務

建設コンサルタント業務 鋼構造及びコンクリート 4292000170 中百舌鳥１号橋外２橋耐震対策外工事監理業務

測量業務 － 4292000173 光明池駅前北広場外現地測量業務

地質調査業務 － 4292000177 （仮称）堺市総合防災センター建設工事設計業務に伴う地質調査業務

平成２９年１１月公告分　一般競争入札案件（堺市長発注分）



【表の見方】 
 ランクは、単体又は共同企業体（ＪＶ）の代表構成員のランクのみ記載しています。また、各ランクにおいて特定とある場合は、当該ランクに格
付されている方のうち、特定建設業の許可を有する者で監理技術者資格者証を有する監理技術者を雇用している方のみ対象とし、一般とある
場合は、当該ランクに格付されている方のうち、一般建設業の許可を有する者又は特定建設業の許可を有する者で監理技術者資格者証を有
する監理技術者を雇用していない方のみ対象となります。 
 
  「その他工事」において、業種欄に（ ）で表記されている業種（例：（土木工事））がある場合は、その業種を希望業種としている方も入札に参
加することができます。ただし、その場合はランク・許可・部門欄に表記されている建設業許可業種が必要となりますのでご注意ください。 
 
 「造園設計」において、業種欄に（建設コンサルタント）と表記されている場合は、建設コンサルタントを希望業種としている方も入札に参加する
ことができます。ただし、その場合は建設コンサルタント登録規程に基づく「造園部門」が必要となりますのでご注意ください。 
 
 上記のほか入札参加資格要件の詳細は、各案件の入札公告をご確認ください。 
 

 ※1と表記されている場合においては、特殊工事等ＪＶのみが対象の案件となります。 

 ※2と表記されている場合においては、特殊工事等ＪＶ対象案件となります。 
 ※3と表記されている場合において「とび・土工工事業」の許可により申請するときは、平成２８年５月３１日時点で、当該許可を有する者に 
 限ります。 

 

          


